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売上収益は、1,711億円となり、前年からプラス2.0％、34億円の増収となりました。
各事業とも堅調に推移し、ほぼ計画どおりで着地しました。

主なポイントは、
・プリンティング事業は、IJP/LBPとも、中国・アジア地域が好調
・⼯業⽤ミシンは、ガーメントプリンター含め、各地域好調
・産業機器は⾃動⾞関連向けが好調で、ITの落ち込みをカバーし増収確保
の３つと考えています。

事業セグメント利益は、205億円となり、前年からプラス17％、30億円の増益となりました。
P&S事業の利益率も15％となり、収益⼒強化事業として、順調な出だしとなったほか、好調だった
⼯業⽤ミシン・産業機器が増益を牽引してくれました。

営業利益は、223億円となり、前年からプラス76.6％、97億円の増益となりました。為替予約の
評価損益が⼤幅に改善したことが要因です。
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事業セグメント利益の増減要因の主な要素を説明します。

まず売上増減のプラス19億円ですが、ほとんどがマシナリー事業による効果で、
⼯業⽤ミシンの増収によるものと、産業機器のミックスの改善によるものです。
産業機器は売上は前期と⼤きく変わらないものの、顧客構成の変化や、⽣産稼働の要因もあり、
採算性が⼤きく改善しました。

価格変動による利益へのプラス4億円の影響ですが、ほぼP&S事業におけるものです。

コストダウンによる利益へのマイナス8億円の影響ですが、ほぼすべてがP&S事業となります。

為替影響のプラス22億円ですが、内訳は欄外に記載のとおりとなります。

販管費が増加したことによる利益の減少要因12億円は、P&S事業とマシナリー事業が半分ずつの
イメージです。

研究開発費が減少したことによる利益の増加要因6億円は、⼤半がP&Sです。
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業績予想についてです。
ご覧のとおり、今回は前回から⾒通しを変更しておりません。
為替前提も、ユーロは128円で、前回通りのままです。

Q1の各事業の進捗状況は、利益についてはやや上振れで推移しているものの、為替⽔準および
産業機器の受注⾒通しとも期初の⾒⽅を変えなければならない状況には⾄っていないた
め、今回は前回予想を据え置いております。



6



7

各事業の状況について、主なポイントを説明します。

P&S事業の第1四半期の売上収益は995億円で、現地通貨ベースでは対前年でプラス0.4％で、
微増となりました。

通信・プリンティング機器の売上収益は876億円で、現地通貨ベースでは対前年でマイナス0.4％で、微減
となりました。
エンジンごとの伸び率の内訳は、８ページに記載しておりますのでご覧ください。

地域別には、⽶州・欧州は前年⽐微減の⽔準での推移となりましたが、中国・アジアではレーザー・インクジ
ェットとも需要が強く、前年⽐で⼤幅な増加になりました。社内計画⽐でも、欧⽶はやや弱いものの、中国・
アジアが⼤きく上振れていることもあり全体でもやや上振れての着地となりました。
なお、新モデルを投⼊した⼤容量タンクモデルも、Q1の販売は計画を上回っており、順調な滑り出しとなって
います。

消耗品についても、前年⽐ではほぼ伸びは無いものの、計画よりはやや⾼めの⽔準となっており、順調と考え
ております。

次に電⼦⽂具の売上収益は119億円で、現地通貨ベースでは対前年で7.0％の増収となりました。
ピータッチの本体・消耗品の販売が⽶州・アジア・中国で好調に推移したほか、モバイルプリンターなどのソリュ
ーション事業も⽶国で好調でした。
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P&H事業の第１四半期の売上収益は88億円、現地通貨ベースの伸び率では、5.3％の
減収となりました。

地域別では、⽶州がマイナス9.1%となり、特に落ち込みが顕著でした。
８⽉初旬にアメリカで最⾼級刺しゅうミシンの発表イベントを⾏ったのですが、Q1時点から販売店に
対しても予告を⾏っていたため既存モデルの買い控えが発⽣したことが、アメリカが弱かった背景と考
えています。
家庭⽤ミシンはこれからがセールスシーズンとなるため、新製品効果で増収・増益の達成を⽬指して
いきます。
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マシナリー事業の第１四半期の売上収益は、⼯業⽤ミシンが87億円、産業機器が178億円、⼯
業⽤部品が50億円となりました。

⼯業⽤ミシンは、中国での好調が続いていることに加え、アジア地域もバングラデシュ・ベトナム・イン
ドネシアなどが堅調に推移しております。
欧⽶についても、トルコや中⽶での需要が堅調なことに加え、「ガーメントプリンター」が好調に推移し
ており、業績に⼤きく貢献しております。

産業機器は、IT関連の⼤⼝受注がなくなったものの、⾃動⾞関連の売上が好調に推移し、前年
を上回る売り上げを確保しました。
売上に占めるIT⽐率は、３割まで下がりましたが、残り7割の⾃動⾞・⼀般機械関連の
売上は前年同期にくらべ６割近く増加しており、ITの落ち込みを補うことができました。
⾒通しについては、IT関連の状況に期初から変化がないため、前回から据え置きとして
おります。

⼯業⽤部品は、国内を中⼼に、半導体製造装置向けやFA機器向けの需要が安定しており、堅
調に推移しております。



11



12

N&C事業の第１四半期の売上収益は、115億円、前年⽐微増となりました。
カラオケ事業、直営店舗事業とも総じて堅調が続いております。
売上・利益ともほぼ計画線で推移しております。



13

ドミノ事業の売上収益は171億円となり、ポンドベースの伸び率では、ほぼ前年並みとなりました。
地域別でみていただくと、⽶州での落ち込みが⼤きく、マイナス15.8％となっております。
これは、前年のQ1が期ずれ要因もあり⽔準が⾼かったことに加え、C&M事業が想定よりやや弱い
ことが要因です。逆にデジタル印刷機に関しては各地域とも前年を上回っており、まずまず好調と⾔
ってよい⽔準です。

事業セグメント利益が12億円と、前期に⽐べて４億円の減益となっている要因ですが、
売上同様に期ずれの影響による粗利の減や、開発費の増加などがあげられます。
なお対前年では減益ではありますが、社内計画に対しては概ね想定どおりの⽔準です。
営業利益については、前期は為替差損を計上したことに対して、今期は為替差益を計上したこと
もあり、増益となっております。
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